
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 北陸圏の地域特性の把握 
 



 



3-1 

3. 北陸圏の地域特性の把握 

第 2 章において、「都市と農山漁村との近接性」及び「都市間の近接性」が北陸圏に特徴的

な強みであることが明らかとなった。それを受けて第 3章では、基礎自治体を単位とした現状

把握をすることで北陸圏における都市間の関係を把握し、都市圏構造を分析した。 

また、高齢者、子育て世代、外国人の生活視点から、暮らしやすさに関する既往の調査結果

や基礎自治体の枠を超えて連携した既往の取組等について整理し、北陸各県の先駆的な実施状

況について把握した。 

 

3.1. 地域構造の把握 

暮らしやすさの観点から生活に必要な最低限の機能を有する地域である生活圏を把握す

るため、各種統計データより就業、医療、教育、娯楽、商業などの圏域について調査を行っ

た。その結果、各圏域においても 30 分圏を単位として一定のまとまりを持つ生活圏が形成

されていることが確認できた。 

さらに、新潟県では、新潟市周辺で 30 分圏を基本とする日常の生活圏の他に、新幹線等

の高速交通網の日常利用や、政令市指定を契機とした新潟市の求心力向上等による、新潟市

を中心とした広域の生活圏が存在するなど、重層的な構造の存在が明らかになった。 

 
3.1.1. 自治体カルテの作成 

検討地域の実態を網羅的に把握するため、基礎的単位である市町村ごとに各種統計デ

ータを整理した市町村カルテを作成した。市町村カルテでは、「人口（推移、年齢別人

口、昼夜間人口、産業別人口）」「通勤通学流動」「産業（商業、工業、農業、地域内総

生産）」「財政（財政力指数）」の項目について整理し、検討の基礎となる情報（データ

ベース）とした。 

さらに、各種分析に即地的な情報が主要な項目については、関連する市町村を図示す

るとともにＧＩＳ化を行い、視覚的に状況が把握できるよう工夫した。 

なお、自治体カルテは、参考資料として巻末に掲載した。 
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表 3-1 市町村カルテの整理データとＧＩＳ化による分析対象 

カルテ項目 ＧＩＳ化 適 用 

市町村位置図   
位置・経緯 

市町村合併の状況   

総人口 ○  

年齢階層別人口 ○  

高齢化率 ○  

少子化率 ○  

昼夜間人口比率 ○ 中心都市に関する指数 

産業別就業者比率   

人口関連 

年齢別性別就業者比率  女性の就業状況の把握 

通勤流動  
人口流動 

通学流動  

圏域構成を検討する指標として、

市町村間の関係を図示 

製造品出荷額 ○  

農業算出額 ○  

年間小売販売額 ○ 自市内購買力の基礎データ 
産業 

小売店舗数 ○  

財政力指数 ○  

歳入構成   
自治体 

財政 
公債費負担率   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】国勢調査（平成 17 年） 

図 3-1 通勤・通学状況図の例（魚津市） 
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3.1.2. 各種特性に基づく地域構造分析 

（1） 市町村特性に関する地域構造分析 

市町村カルテにおいて整理した情報から、人口（推移、年齢別人口、昼夜間人口比率、

産業別人口）、産業（商業、工業、農業、地域内総生産）、自治体の財政力について圏域

全体の状況を整理し、分析を行った。 
また、地域の特徴を把握するため、過疎地域、離島・半島地域、振興山村地域、特定

農山村及び豪雪地帯の指定状況について整理した。 
 

1） 人口増減率 

新潟市、富山市周辺、金沢市及び小松市の周辺、福井市周辺において人口の増加が

見られる。一方、半島、離島、中山間地域などの地形的・地理的な条件不利地域にお

いては、10％以上の減少傾向となっている。県庁所在市等へ人口が集中する傾向にあ

るものの、圏域全般としては、人口の減少傾向を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 人口増減率（平成７年⇒平成 17 年） 

【出典】国勢調査（平成17年）
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10％未満

10～25％未満

25％以上

10％未満

10～25％未満

25％以上

2） 高齢化率 

北陸圏における高齢化の状況は、人口増減と同様の傾向にあり、半島、離島、中山

間地域など地形的・地理的な条件不利地域において、25％以上の高齢化率を示してお

り、それ以外の地域においても 10％以上の高齢化率となっている。このように、圏

域全体において高齢化の進行が著しく、高齢者の生活に配慮した地域づくりが求めら

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 高齢化率（平成 17 年） 

【出典】国勢調査（平成17年）
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3） 出生率及び世帯人員構成 

北陸圏の各県における合計特殊出生率は、全国第 3位の高さである福井県を始めと

して、いずれも全国平均を上回っている。しかし、近年では、全国と同様に低下の傾

向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 合計特殊出生率全国比較（平成 17 年度） 

【出典】国立社会保障・人口問題研究所ＨＰ
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【出典】国立社会保障・人口問題研究所ＨＰ 

 

図 3-5 各県合計特殊出生率の推移 

 

 

また、北陸４県の平均世帯人員は、平成 12 年より比べ減少しており、核家族化が

進展している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】国勢調査 

図 3-6 平均世帯人員の推移 
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4） 昼夜間人口 

新潟市、富山市、金沢市、福井市の県庁所在市や、長岡市、三条市、燕市、高岡市、

魚津市、黒部市、七尾市、越前市、小浜市といった地域の中心となる都市では、昼夜

間人口比率が高く、各都市周辺の地域から昼間人口を吸引しており、生活の中心的機

能を有していることが予想される。 

半島地域や中山間地域では人口減少が進む一方で、これらの都市では、人口が増加

あるいは減少が緩やかである。 

また、半島や離島地域では、昼夜間の人口比が概ね 1.0 となっており、閉鎖的な地

域となっていることが伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 昼夜間人口比率 

【出典】国勢調査（平成17年）
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5） 産業別人口 

県庁所在市など人口集積の見られる都市を中心に、第三次産業就業者の比率が高く

50％を越える市町村が見られる。一方、第一次産業就業者の比率をみると、半島地域

や離島地域、中山間地域で高く、半島地域や離島地域で 20％以上の構成比率となっ

ており、中山間地域では 10％前後である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 第一次産業就業者数 

【出典】国勢調査（平成17年）
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【出典】国勢調査（平成17年）

【出典】国勢調査（平成17年）

図 3-9 第二次産業就業者数 

図 3-10 第三次産業就業者数 
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【出典】商業統計（平成19年）

6） 商業・工業・農業等の生産額 

商業販売額は、県庁所在市や長岡市において高い。 

製造品出荷額は、県庁所在市のほか、長岡市や高岡市、小松市などの地域の中心と

なっている都市で高い。 

農業産出額は、新潟県の平野部を中心に多い都市が集中している。富山県や石川県、

福井県では、県庁所在市及びその周辺都市で多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-11 小売販売額の状況 
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【出典】工業統計（平成18年）

図 3-12 製造品出荷額の状況 

【出典】農林水産省 統計（平成18年）

図 3-13 農業産出額の状況 
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7） 財政 

北陸圏のほとんどの市町村は財政力指数が 1.0 より低いため、交付税交付団体であ

る。 

半島地域や離島地域、中山間地域等の地形的・地理的な条件不利地域では財政力指

数が 0.3 を下回る財政基盤の脆弱な都市が見られる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-14 財政力指数 

【出典】新潟県統計年鑑、富山県統計年鑑、石川県統計書、福井県統計年鑑（平成18年）
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8） 女性の就業状況 

共働き世帯率、女性の就業率ともに、福井県が全国 1位、北陸圏の４県がいずれも

全国で上位にあり、他圏域に比べ女性の就業が進んでいることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】国勢調査（平成 17 年） 

図 3-15 共働きの実態・女性の就業比率 

共働き世帯率（全国比較） 女性の就業率（全国比較） 
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9） 学力テスト等の状況 

全国学力・学習状況調査結果では、小学校、中学校共に新潟県が全国の中位、富山

県や石川県、福井県は全国で 10 位以内に入るなど、北陸圏の小・中学生は高い学力

を有している。 

 

表 3-2 平成 20 年度学力テストの正答率の比較（小学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】国立教育政策研究所ＨＰ 

 

 

表 3-3 平成 20 年度学力テストの正答率の比較（中学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】国立教育政策研究所ＨＰ 
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徒歩 二輪 自動車 路線バス 鉄道

10） 交通手段の状況と高齢者の運転免許証の状況 

北陸圏では、全国、三大都市圏との比較だけでなく、地方都市圏との比較において

も、自動車の分担率が高く、また、徒歩・二輪、及び公共交通（路線バス、鉄道）の

分担率が低いことが特徴的である。その要因として、冬季の積雪の影響や、公共交通

基盤の整備の遅れなどが推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-16 交通手段の状況 
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一方、人口減少・高齢化の進んだ集落等を対象とした「日常生活に関するアンケー

ト調査」（全国調査）では、世帯主が高齢な世帯ほど、車を運転する人がいない割合

が高く、一人暮らし世帯でも、男性で約 4割、女性で約 8割が車の運転をしないと回

答している。 

自動車分担率の低さに加え、高齢化、女性の長寿命化を考慮すると、自動車以外の

交通手段の確保が全国的に課題となることが予測される。 

現状では自動車を日常生活の移動手段としている北陸圏においても、高齢化が進行

した際には、自動車に代わる移動手段の確保が課題となってくる。 

 

【世帯主の年齢×運転する人がいる世帯】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-17 運転免許証の保有状況（1） 

 

【一人暮らし世帯の世帯主の性別×世帯主の運転の有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-18 運転免許証の保有状況（2） 

【出典】人口減少・高齢化の進んだ集落等を対象とした「日常生活に関するアンケート調査」の 

集計結果（中間報告）、平成20 年12 月、国土交通省国土計画局総合計画課 
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11） 情報通信基盤 

情報通信基盤であるＣＡＴＶ、ＤＳＬ、ＦＴＴＨ※の普及率は増加傾向にあり、平

成 18 年時点で福井県、石川県、富山県で約 50％程度、新潟県では約 40％程度となっ

ている。福井県が最も高く、次いで富山県、石川県となっており、これら３県には大

きな差異は見られないが、新潟県は、これらの３県に比べ３割程度低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※FTTH：Fiber To The Home の略。家庭で使う光ファイバーという意味 

※福井県は平成15年のデータ欠損 

【出典】北陸総合通信局資料 

図 3-19 ブロードバンドの普及状況 
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12） 条件不利地域の分布状況 

自然的、地理的、社会的条件等により指定される条件不利地域について、「過疎地

域」、「離島」、「半島地域」、「振興山村地域」、「特定農山村地域」、「豪雪・特別豪雪地

帯」の指定状況を調査した。 

過疎地域自立促進特別措置法における過疎地域は、新潟県の中山間地域や南部地域、

佐渡地方、富山県、石川県、福井県の中山間地域や半島地域に指定がみられ、特に県

境部に近接した地域での指定が多い。 
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【出典】国土交通省国土計画局ＧＩＳ ＨＰより作成 

図 3-20 過疎地域指定 

過疎地域：人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し､生産機能及び生活環境の整備等が他の地域に

比較して低位にある地域で、総合的かつ計画的な対策を実施するための特別措置を講ずることが必要な地域

指定要件：以下の人口要件・財政力要件ともに該当する市町村 

○人口要件：昭和 35 年～平成 7年までの間 

・ 人口減少率 30％以上 

・ 人口減少率 25％以上、かつ平成７年の高齢者比率 24％以上 

・ 人口減少率が 25％以上、かつ平成７年の若年者比率が 15％以下 

○財政力要件：平成 8年度から平成 10 年度の 3 ヶ年平均の財政力指数 0.42 以下 
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離島振興法における離島振興対策実施地域の指定は新潟県の佐渡島のみとなって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】国土交通省国土計画局ＧＩＳ ＨＰより作成 

図 3-21 離島振興法における離島 

 

半島振興法における半島地域の指定は能登半島となっており、石川県河北郡以北の

12 市町と富山県氷見市の合計 13 市町が該当する地域である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-22 半島振興法における半島地域 

【出典】国土交通省国土計画局ＧＩＳ ＨＰより作成

離島振興対策実施地域：産業基盤及び生活環境の整備が他の地

域に比較して低位にある離島のうち、その基礎条件の改

善及び産業振興等に関する対策など、離島振興に関する

特別な措置を講ずることが必要であると認められる地域

指定要件：  

○外海離島指定基準：  

・ 外海に面する島であること 

・ 本土との交通が不安定な島であること 

・ 島民の生活が強く本土に依存している島であること 

・ 本土との最短航路距離が概ね 5km以上であるもの 

・ 人口が概ね 100 人以上であるもの等 

○内海離島指定基準： 

・ 本土との最短航路距離が概ね 10km以上であるもの 

・ 定期航路の寄港回数が１日概ね 3回以下であるもの 

・ 人口が概ね 100 人以上であるもの等 

○離島一部地域指定基準：外海又は内海島しょのうち、その一部

に次の条件を具備する地域を有するもの 

・ 本土との最短航路距離が外海の島しょで概ね 5km 以上、内

海の島しょで概ね 10km 以上であるもの 

・ 定期航路の寄港回数が１日概ね 3回以下であるもの 

・ 主要定期乗合自動車の運行回数が１日概ね 3 回以下であ

るもの等 

半島振興対策実施地域：地理的な制約条件から多くの課題を抱

える半島地域のうち、一体として広域的かつ総合的な半島

振興に関する措置を講ずることが適当であると認められる

地域 

指定要件：  

○ ２以上の市町村の区域からなり、一定の社会的経済的規模を

有する地域であること 

○ 高速自動車国道、空港等の高速輸送に係る施設その他の公

共的施設の整備について他の地域に比較して低位にある地

域であること 

○ 産業開発の程度が低く、雇用の増大を図るための企業の立

地の促進等の措置を講ずる必要がある地域であること 

体 総 島 講ず が適
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山村振興法による振興山村地域は、県境部の中山間地域や半島地域に指定がみられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【【出典】国土交通省国土計画局ＧＩＳ ＨＰより作成 

図 3-23 山村振興法による振興山村地域 

特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律

における特定農山村地域は、平野部に立地する県庁所在市や、主要な都市周辺を除い

たほぼ全域にわたり指定がみられ、過疎地域や振興山村と重複する都市が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】国土交通省国土計画局ＧＩＳ ＨＰより作成 

図 3-24 特定農山村地域における農林業等の活性化のための 

基盤整備の促進に関する法律における特定農山村地域 

振興山村：林野面積の占める比率が高く、交通条件及び経済的、文化的諸条件に恵まれ

ず、産業の開発の程度が低く、かつ、住民の生活文化水準が劣っている山間地

（「山村」）のうち、その振興を図ることが必要かつ適当である山村を振興山村と

して指定された地域 

指定要件： 

○ 旧農林業センサス規則に基づく林業調査の結果による当該旧市町村の区域に係る林

野率が 0.75 以上で、かつ、当該調査の結果による当該旧市町村の区域に係る総人口

を当該旧市町村の区域に係る総土地面積で除して得た数値が 1.16 未満であること 

○ 当該旧市町村の区域の自然的条件もしくは社会的条件又は当該旧市町村の区域の

属する市町村の財政事情により当該旧市町村の区域に係る産業基盤及び生活環境

の整備が十分に行われていないため、当該旧市町村の区域における経済力の培養

及び住民の福祉の向上が阻害されていること 

特定農山村地域：地勢等の地理的条件が悪く、農業の生産条件が不

利な地域であり、かつ、土地利用の状況、農林業従事者数等からみて

農林業が重要な事業である地域 

指定要件： 

○ 旧農林業センサス規則に基づく林業調査の結果による当該旧市

町村の区域に係る林野率が 0.75 以上で、かつ、当該調査の結果

による当該旧市町村の区域に係る総人口を当該旧市町村の区域

に係る総土地面積で除して得た数値が 1.16 未満であること 

○ 当該旧市町村の区域の自然的条件もしくは社会的条件又は当該

旧市町村の区域の属する市町村の財政事情により当該旧市町村

の区域に係る産業基盤及び生活環境の整備が十分に行われてい

ないため、当該旧市町村の区域における経済力の培養及び住民

の福祉の向上が阻害されていること 
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豪雪地帯対策特別措置法における豪雪地帯はほぼ全域にわたり指定されており、中

山間地域を中心に特別豪雪地帯の指定がみられる。特に新潟県では、県の南部地域を

中心とした県域の約 3分の 2が特別豪雪地帯となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】国土交通省ＨＰより作成 

図 3-25 豪雪地帯対策特別措置法における豪雪地帯・特別豪雪地帯 

指定要件： 

○ 豪雪地域：昭和 37 年の積雪の終期までの 30 年以上の期間における累年平均積雪量積算値が 5,000cm 日以上の地域がある道府県

又は市町村で次のいずれかに該当するもの 

・ 豪雪地域が 2/3 以上の道府県又は市町村 

・ 豪雪地域が 1/2 以上で道府県庁所在市の全部又は一部が豪雪地域である道府県 

・ 市役所、町村役場、１・２級国道、道路法第 56 条に基づく主要な道府県道・市道又は国鉄（当時）の駅のいずれかが豪雪地域に

ある市町村 

・ 豪雪地域が 1/2 以上で市町村境界線の 2/3 以上が上記までのいずれかに接している市町村 

○ 特別豪雪地域：以下のいずれの要件をも備えた市町村 

（1） 積雪の度の要件（いずれか） 

・ 昭和 33 年から昭和 52 年までの 20 年間の累年平均積雪積算値が 15,000cm日以上の地域が市町村区域の 1/2 以上である。

・ 昭和 33 年から昭和 52 年までの 20 年間の累年平均積雪積算値が 15,000cm日以上の地域に市役所又は町村役場がある。 

・ 昭和 33年から昭和 52 年までの 20年間の累年平均積雪積算値が 20,000cm日以上、最低 5,000cm日以上で、かつ全域の平均

が 10,000cm 日以上である。 

（2） 生活の支障の要件 

・ 自動車交通の途絶 

・ 医療・義務教育・郵便物集配の確保の困難性 

・ 財政力 

・ 集落の分散度 




